















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年度 生活保護 社会福祉 老人医療老人保護児童保護身体障害社会福祉その他
? ? ? ? ?
者保護費諸費
197513．6 15．7 3．6 2．1 6．9 0．4　　　0．2 2．5
80 11．6 16．7 3．5 2．3 5．9 0．5　　　0．3 4．2
85 ll．3 20．9 7．9 2．4 5．1 0．5　　　　0．4 4．7
90 9．5 20．7 10．1 2．0 3．8 0．5　　　0．7 3．7
95 7．6 24．9 12．4 2．6 4．2 0．6　　　　1．5 3．7
99 7．2 28．5 14．3 3．3 4．6 0．6　　　2．4 3．4
注）老人・児童・身体障害者保護費はいわゆる措置費，社会福祉諸費は在宅福祉対策費，　「その他」には
社会福祉施設整備費，児童扶養手当，特別児童扶養手当，国立更生援護機関費等を含む
出典）大蔵省編『財政金融統計月報』予算特集各年版より算出
　しかし，社会福祉予算に含まれる老人保健制度における老人医療給付等は確固とした
エンタイトルメント制度である．この制度への資金配分は大幅に増加し，1999年度に
は金額にして1980年度の10倍近くになり，社会保障関係費におけるシェアも70年代
における社会福祉全体のシェアに匹敵するまでになった。社会福祉費に含まれる経費項
目で社会保障関係費におけるシェアを延ばしたのは，老人医療費以外では，特別養護老
人ホーム等の老人保護費と在宅福祉関連の社会福祉諸費のみであるが，その分は児童保
護費のシェア低下と相殺される程度の伸びでしかない。つまり，福祉五法にかかわる費
用のシェア合計はまったく伸びていないので，社会福祉費のシェア拡大は，結局，老人
医療費の増大によるものである。
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　老人医療費の増大は人口高齢化による需要増に応える財政支援と捉えられる。しかし，
同じく高齢者介護に向けられる費用である老人保護費の変化は1980年度から1999年度
にかけて2．8倍でしかなく，老人医療費の変化との違いが極めて大きい。これは，老人
医療がエンタイトルメントであるのに対して，老人福祉が裁量制度であること以外には
理由が考えにくく，財政支援というよりラショニング（割当）による統制機能が働いた
ものと見なければならない。
4　まとめ一ニーズと資源の対立
　本研究の基本的な観点は，福祉政策が財政によって変えられてしまうのか，福祉ニーズ
によって変わるのかと言う点にあった．福祉ニーズが福祉政策を導くのか，それとも供給
条件，その中心は財政であるが，それに導かれて福祉政策が変わるのかという問題設定は
対立の図式を意図しているのである．
　我が国財政は，欧米に比べて租税負担率が低くかつ国民所得と比例関係にあるため，低
成長経済のなかで財政バランスを確保できずその分を公債に依存してきた。しかし，公債
発行残高累増による利払い費を中心とする国債費が財政規模の20％となり一般政策経費を
圧迫しており，このまま財政赤字を継続することとに大きな不安が抱かれるようになった。
社会保障への国の負担である社会保障関係費が一般会計歳出の20％程度の定常状態を保っ
なかで，保険料や地方財政への負担の転嫁による国庫負担率の引き下げ，給付水準の見直
し，さらに，裁量による数量調整という三つの政策変数が操作されてきた。これらは資源
の側からみた諸制約である．一方，人口高齢化を始めとする人口変動，また，女子の就業
の進展や家族の小規模化のような社会変動が進み，国民の福祉サービスへのニーズは増大
を続け，社会福祉の業界団体や住民団体を始めとするサービス要求の圧力が働く一方で，
公的資金は深刻な制約のもとにある状況は，まさに対立の図式に他ならない．
　このような対立があるなかで，高齢化に備えて1989年にゴールドプラン，すなわち「高
齢者保健福祉10ヵ年戦略」が作成され，それを一層充実するために97年に介護保険法が
できたと言う説明は，福祉ニーズに導かれて政策が立案されたと見る点で一方的な考え方
と言える．ところが，なぜ89年だったのか，なぜ97年だったのかという細かい問題につ
いては，福祉ニーズ論からは説明がっかない．大きな枠組としては，必要があるから福祉
制度が設けられていると言えても，細かいところでは供給条件の働きによって展開が違っ
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てくるという仮説が必要であり，ニーズと資源の対立は一般論として語られるばかりでな
く，特殊な条件のもとでの具体的な展開を追及する必要があったのである．
　ゴールドプランのころは消費税創設が本来の目的であった．介護保険のころは，社会保
障予算の中で社会福祉への資金配分が難しくなったことが真の原因であったと考えられる、
日本の社会福祉制度は，児童扶養手当など若干の制度を除けば，大半が裁量制度による配
分方式になっている．児童扶養手当は受給要件が明文化されているので，その資格基準を
満たすことで受給できるエンタイルメント制度である．しかし，児童を養護施設に入所さ
せるとか，身体障害者を更生施設に入所させるというタイプの施策は資格基準が明文化さ
れておらず役所が裁量で行うものである．特別養護老人ホームも，介護保険制度が適用に
なる前までは裁量制度であった．現在は保険給付としてエンタイトルメントを建前にして
いるが，実際は多くの人びとが入所を待たされている．
　福祉制度では法律をみると自治体に福祉の措置の実施義務が課せられていても，利用者
にはサービスの請求権があるとは書かれていないので，施設等の資源が不足する場合には
待機させても違法にならない仕組みになっている．これは，病院の待合室で診察を待っの
と違って何ヶ月も待つものであり，場合によっては数年待つことさえある．このような制
度構成をとっているので，社会福祉への予算の配分は福祉ニーズの増大という圧力からは
切り離されている．しかし，老人医療費は次第に増大し，90年代には他の社会福祉予算を
押しのけるほどの規模になり，とうとう本来の社会福祉サービスへのファイナンスができ
なくなる事態が訪れて介護保険が創設され，2000年度予算では老人医療費とともに社会保
険費という予算項目に移された．これは，福祉政策が福祉ニーズによって形成されるとい
う説明が有効でなく，供給条件についての考察が必要になることの事例である．
　介護保険創設は，医療部門から介護を引き離すことによる単位費用の引き下げ，保険料
や利用者負担による税外負担の増加，年金給付費からの保険料天引きによる社会保障制度
内部での資金移転を同時に行う財政的解決策であった。ところが，特別養護老人ホーム等
のようにそれまで措置制度で運営されていたものを，介護保険制度の指定介護施設として
組み込むことにより，制度の性格が裁量制度からエンタイトルメント制度に質的に転換し
た．つまり，財政バランス確保のための方策が，社会福祉制度に質的な変化をもたらした
のであるが，これは高齢者介護ニーズの増大のみによる説明では理解できず，資源の側か
らの説明が求められるケースである。
　諸改革は，老人福祉以外の児童，障害者等の措置制度にも「社会福祉基礎構造改革」と
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して影響を及ぼすことになった．そうした改革が利用者にエンタイトルメントを保障する
制度に脱皮するのかどうか明確ではないが，仮にそうなるとすれば，福祉需要の充足面で
はインプリシットな割当による数量調整を排除する点で進歩である反面，財政需要の高ま
りへの対応としては，地方財政負担のこれ以上の強化が困難であること，また，どの政党
も増税については消極的であること前提とすると，今後は福祉施設経費の単位費用の見直
しを中心とした合理化，利用者自身からの直接負担の強化，民営化による民間資金の導入
は必定である．2003年度から新たに導入される障害者福祉における支援費支給制度はその
ような機能を果たす性格のものと言える．この例にあるように，これまで公費によって運
営されてきた社会福祉制度は，社会保険料負担，利用者の自己負担等の税外負担を活用す
る方向での解決が目指されるであろう．しかし，そうした負担に限度が感じられるように
なった時点での供給のあり方はまだ議論されていない．福祉の割当の概念が改めて注目さ
れる時期が近づいてきていると言わねばならない．
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